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経済・社会の混乱期における地域経営
――鹿児島県の持続的発展に向けての方策――
小林　隆一＊
	 This	article	is	based	on	the	article	“Feature	on	Regional	Economy	in	the	Global	Era:	Toward	
the	sustainable	development	of	Kagoshima	prefecture”	in	Regional Studies	Volume	36	No.1-2	,	
which	was	published	in	February	2009.		Taking	into	consideration	economic	globalization	as	well	
as	the	changing	times	such	as	the	shrinking	domestic	market	caused	by	population	decline,	I	will	
discuss	a	regional	strategy	for	the	rise	and	development	of	Kagoshima	economy.		The	following	
three	 topics	will	 be	 covered	 separately:	 1)	 analysis	 of	 current	 situation	and	 raising	 issues,	 2)	
problem	setting	and	3)	strategy	formulation	and	action	plan	proposal.
まえがき
本論は『地域総合研究』第36巻１・２号合併号（2009年２月鹿児島国際大学刊）に掲載した「鹿児島県
の持続的発展に向けての戦略形成」をベースとしています。そこでは，「時代対応により持続的発展を図
る」とするマーケティングの視点から，鹿児島県域の再生は，「観光立県」「工場誘致による産業化の推進」
さらには，地場産業の「農業振興」といった従来型の発想から転換し，「住みやすく，暮らしやすい県土」
の形成を柱に，「世界の食糧基地」と，「地の利を生かし九州の物流拠点」を指向しての政策形成を提案し
ました。
いま，100年に一度ともいわれる世界経済の危機，国内においては政局混乱に伴う政権交代，さらには
地方分権・地域主権の高まりといった内外の情勢変化に遭遇しています。こうした内外の環境変化を踏ま
え，論述の書き換え，書き加えを行いました。
１　問題の前提
アメリカ発の世界経済の混乱の収束には数年に亘る調整が必要と言われています。また日本は早ければ
今年にも GDP 世界第二位の座を中国に明け渡し，国際経済での経済指標の相対的な低下は，その後も続
くのが確実視されています。その上，日本経済の現状は深刻です。世界最強とも自賛してきた日本の製造
業の多くは，非正規雇用者の大量の契約解雇，自動車産業の惨状が象徴するように先行き不透明で，構造
不況の様相さえ呈しています。
地方に目を向けると，1954年に始まる「集団就職列車」に見られる若年労働力の地方から大都会への流
入に端を発した人口流出，その後の少子化時代の到来で，人口高齢化が加速し，地方には押し並べて過疎
化の波が押し寄せ，「人がいなくなり，集落が消え」そして限界集落や財政破綻といった「地方の衰退を
　 　
キーワード：鹿児島県，地方分権，限界集落，農業再生，持続的発展
　 　
＊本学経済学部地域創生学科教授
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招きました。
鹿児島県内では，鹿児島市，姶良，伊佐地域への人口集中が進み，都市圏人口74万７千人と，鹿児島県
人口のほぼ半分（47.8%）に当たる人が居住し，鹿児島都市圏を形成してきました。だが，その中核にあ
る鹿児島市の人口も，国立社会保障，人口問題研究所の予測によると，2015年からは減少に転じるとして
います。
図表１　鹿児島県の将来人口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千人
2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年
全国 127,768 127,298 125,497 122,343 118,078 113,065
鹿児島県 1,753 1,706 1,647 1,576 1,495 1,408
出典）総務省「国勢調査報告」を基に九経調推計
2007年末の鹿児島県調査によると，65歳以上の人口が半分を超えている集落が県内全6,782集落の13.9%
にあたる943集落であることが明らかとなりました。地区別では大隅304，姶良，伊佐227，南薩136，北薩
130，鹿児島56，大島52，熊毛38です。このうち，「水田や山林などの維持保全ができない」「冠婚葬祭な
ど日常生活における相互扶助ができない」など地域共同体の維持が限界に近付きつつある集落が258集落
（3.88%）です。
2030年鹿児島市人口は約52万７千人と，2000年よりも９万７千人（変化率－19.6%）減少する――。
経済産業省の地域経済研修会は，「人口減少化における地域経営について」でこんな推計結果を示してい
ます。加えて３人に１人が65歳以上の高齢者となり，年金などの社会保障給付の急増。また，現在より鹿
児島市だけで９万７千人少ない人口減社会は様々な分野にひずみをもたらします。県内市場の縮小に加
え，働き手の中核となる20～60歳は４～５割減り，極端な労働力不足に陥る公算が強です。この事態は，
農業に深刻な影響を及ぼすでありましょう。
図表２　県内人口の推移
人　　　　口 変化率
（％）2000年（万人） 2030年（万人）
鹿児島市 ７２．９ ５８．６ －１９．６
　薩摩川内市 １２．８ １０．４ －１８．７
　鹿屋市 １３．８ １０．５ －２０．４
　霧島市 １０．４ 　９．６ －　７．５
　枕崎市 　３．１ 　１．９ －３８．４
図表３　　鹿児島県の経済動向
域内総生産 変化率
（％）2000年（億円） 2030年（億円）
鹿児島市 ２５，２３５ ２３，１９１ －　８．１
　薩摩川内市 　４，３４２ 　３，９１２ －　９．９
　鹿屋市 　３，７４０ 　３，４２７ －　８．４
　霧島市 　４，０８２ 　４，１２６ ＋　１．１
　枕崎市 　　 ７９１ 　　 ５４２ －３１．５
出典：経済産業省　地域経済研修会　「人口減少化における地域経営について」
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１－１　地域主義・地方分権時代の到来への対応
日本は明治維新以来140年に亘り中央集権体制にありました。この体制は，日本の成長・発展に大きく
貢献しましたが，その反面，地方の個性の発揮や地域間競争が抑制されただけではなく，お役所主義とも
揶揄されるように，行政サービスのきめ細やかさや迅速性が損なわれ，柔軟性に欠けることとなりました。
加えて国（中央省庁）が県，市町村を問わず地方の細々とした事業まで法令による規制や補助金などを通
じて口出しし，各省庁の既得権益が優先され，肝心な住民の利益がないがしろにされる一方，地方の自立
心が薄れるという事態を招きました。
こうした経緯もあって，国力低下の元凶は官僚制とそれに基づく中央集権にあるとして地域集権型道州
制を含めた地方分権改革が論議され，あるべき「地域主権」社会が模索されるところとなりました。
図表４　中央集権体制の問題点
個性を失い
魅力を奪われる地域
地域のニーズに
合致しない行政
住民の監視が
働かない行政
参加意識・主権者意識を
持てない行政
??????
??????????? ムダな財政支出
出典：『日本を元気にする地域主義』　p154　江口克彦・前原誠司編，PHP 研究所刊
１－１－１　地方区分
「地方分権」「地域主権」主義を唱える場合，問題が残ります。この場合の地方とは，どの程度のエリア
範囲，範域を示すかという点です。
日本全体を考えれば，地方の数が少なければ，それだけ規模の利益を追求できることから，地方の範域
は広いほど良いとする考え方です。道州制はこの考えによるものです。しかしながら，範域が広がれば広
がるほど，そこで居住，あるいは事業者の利害やニーズは多岐に及ぶことから，一定の共通性は容易に見
いだせないことから，比較的狭い範囲とすべきとの考え方もあります。
◆　地方区分についていくつかの区分例を示します
①　11区分の例
・北海道地方：北海道
・東北地方：岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
・関東地方：茨城県，栃木県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，（山梨県を含む場合も）
・甲信越地方：山梨県，長野県，新潟県
・北陸地方：富山県，石川県，福井県
・東海地方：岐阜県，愛知県，三重県，静岡県（含まない場合もある）
・近畿地方：滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県（三重県を含む場合も）
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・中国地方：鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県
・四国地方：徳島県，香川県，愛媛県，高知県
・九州地方：福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県
・沖縄地方：沖縄県
②　10区分の例
・北海道：北海道
・東北：岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
・関東：茨城県，栃木県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，（山梨県を含む場合も）
・甲信越：山梨県，長野県，新潟県
・東海：岐阜，静岡，愛知，三重
・北陸：石川，富山，福井
・近畿：京都，滋賀，兵庫，大阪，和歌山，奈良
・四国：徳島県，香川県，愛媛県，高知県
・九州：福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県
・沖縄：沖縄県
③　首都圏整備法
首都圏整備法では，首都圏をいわゆる関東１都６県（茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川）に，
山梨を加えた範囲と規定しています。
④　衆議院の比例代表区分
衆議院の，関東エリアの比例代表区分の区分は以下の通りです。
・北関東ブロック：埼玉県，茨城県，栃木県，群馬県
・東京ブロック：東京都
・南関東ブロック：千葉県，神奈川県，山梨県
⑤　県単位の区分―鹿児島県の区分
図表５　鹿児島県の広域行政区分
出典：「鹿児島県 HP より」
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鹿児島地域：鹿児島市，日置市，いちき串木野市，三島村，十島村
南薩地域：枕崎市，指宿市，南さつま市，南九州市
北薩地域：阿久根市，出水市，薩摩川内市，さつま町，長島町
姶良・伊佐地域：霧島市，伊佐市，加治木町，姶良町，蒲生町，湧水町
大隅地域：鹿屋市，垂水市，曽於市，志布志市，大崎町，東串良町，錦江町，南大隅町，肝付町
熊毛地域：西之表市，中種子町，南種子町，屋久島町
大島地域：	奄美市，大和村，宇検村，瀬戸内町，龍郷町，喜界町，徳之島町，天城町，伊仙町，和泊
町，知名町，与論町
⑥　行政区分を越えて広域，生活圏範囲での地域区分
県，あるいは市町村，郡と言った行政区分にとらわれることなく，県庁所在地や中核都市を核として郡
境や県境を越えて形成されている都市圏単位でのエリア区分です。
◆例：県境をまたいだ事例――「エメラルド・シティ」
鳥取，島根，岡山，広島の４つの県境をまたぎ，隣り合う市町村が「エメラルド・シティ」と呼
ぶ行政の枠組みにとらわれないつながりを築き，居住環境整備，都市機能を分担しあう「圏域づ
くり」をめざしています。
図表６　例－広域，生活圏範囲での地域区分
出典：『基本エリアマーケティング』小林隆一，評言社刊
１－１－２　小さい単位で考える
地方再生を考える場合，圏域が広がるほど，共通項が見いだせず不満を持つ人が増えることとなります。
まして，地理面のみならず産業・経済・生活様式・社会環境が大きく異なる地域が混在していては，細か
な施策の展開は難しいところです。
そこで鹿児島県のように過疎化の進行が著しい圏域においては，行政区分に加えて広域生活圏単位での
地域区分での比較的小さな単位での圏域設定とそこの再生策の検討が有効と考えます。
１－１－３　道州制の動きへの対応も怠らない事
地域格差の解消，地方経済の再生には，「地方のことは地方で」という地方分権，さらには道州制構想
に関する論議が高まっています。南九州となった場合は，州都を熊本市・鹿児島市で争うことになるであ
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りましょう。また九州７県が１つとなったとき，地盤沈下なく都市間競争に堪えるためには，都市力の強
化は避けて通れない課題です。
熊本市が福岡，北九州市に続き，九州３番目の政令指定都市への移行が具体化している状況からすると
鹿児島市が中心となり，蒲生町，姶良町，加治木町（この３町は2010年に姶良市になる），さらには垂水
市などとの合併をすることで政令指定都市への申請資格を得るといった，熊本市の動きを見据えての都市
間競争力強化に向けての取り組みが求められます。
１－１－４　地方再生のカギは定住人口増の実現
高齢化に加え過疎化の進行という難関に直面している地方は，現状打破に向けて「いま，何をすべき」
でしょうか。その解決策はいわずとも定住人口増の実現にあります。
2005年の国勢調査によると日本の人口の約半分（50.2%）の人口が三大都市圏（東京都・埼玉県・千葉県・
神奈川県・愛知県・岐阜県・三重県・大阪府・京都府・兵庫県・奈良県）に居住しています。対して東北・
中国・四国・九州などの多くの県は都市圏への流出で人口減少が止まりません。加えて高齢化の進行に
よって地域の経済活動を縮小させ，地域活力の低下，さらには過疎化をもたらします。
国の財政緊縮もあって，地方はかつてのように補助金や交付金が期待できず，公共工事も減少している
ことから，否応なしに公共の居住サービスやコミュニティー機能も低下していきます。これによりますま
す若年層は都市部へ流出するという悪循環に陥っています。
２　鹿児島再生の方策
人口減少を食い止め，将来的には人口増を実現するには，まず，何よりも良質で個性的な地域づくりが
先決です。その第一歩は，“住みやすく・暮らしやすい鹿児島づくり”にあります。地元に住む人々が，
暮らしにくいと感じるような地域社会では，観光客の満足を得ることは，観光客増は望むべくもありませ
ん。
例えば，鹿児島空港から鶴の飛来地と知られている出水へ向かう国道504号線沿いの集落においては，
空き家が散見される状況になっています。国道沿いの集落，特に商店街に生じている空き店の漸増は，街
並み景観の荒廃をもたらすばかりでなく，観光都市としての魅力を著しく減じ，旅行気分を幻滅こそすれ
高揚させてくれるものではありません。最悪，「２度と来たくはない」とのイメージを植え付けてしまい
かねません。
観光客を引きつけるため，集落の活性化が必要不可欠です。そのひとつとして，人口減少（流出）を食
い止め，さらにはネオシニア層を呼び込んでの定住圏を実現するには，まずは住居環境を整える地域づく
りが不可欠です。
２－１　集落再生が最優先課題
前述のように，鹿児島県の07年の調査によると県内全6,782集落のうち，65歳以上の人口が半分を超え
ている集落が943集落（全体の13.9%），地域共同体の維持が限界に近づいている「限界集落」が258集落（全
体の3.88%）あるという実情からして集落再生が，鹿児島県の持続的発展に向けての必要条件となります。
鹿児島市が九州新幹線のターミナル駅立地，あるいはコンパクトシティ構想で「住みやすく，暮らしや
すい街」，さらには行政効率の良好な街として，定住自立性を確保しても周辺市町村との往来や相互移住
と言った密接な交流ができていなければ，鹿児島県全体としては経済力低下，活力低下は止まりません。
具体例を示します。国は乗客数など一定の条件を満たしているバス路線に対し，毎年度赤字補てんを
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行っています。国交省によると07年度「生活交通路線維持費」として約65億7,600万円を拠出しています。
このうち鹿児島県は３兆9,020億円で，北海道の10億9,900万円に次ぐ２番目の多さです。県も国と同額を
拠出している他，各市町で廃止路線を引き継ぎ「代替バス」へ補助しています。
また第三セクターの肥薩おれんじ鉄道（本社は熊本県八代市）も万年赤字の様相にあり，07年９月末で
累積赤字５億円を超え，経営難が続いています。バス鉄道とも主な利用者である高校生の減少が続くこと
から，このままではいずれは県の財政に深刻な影響を及ぼすことは避けられません。
日常的な買い物，手術や入院を伴わない軽度の医療，高等学校程度の教育が，10km 程度の圏内で可能
であり，かつ職場が15～20km 圏内で確保できる，すなわち，まちうち（市町村内）で「日常生活が完結
できる」なら，人は安心して部落に居住し生活できます。若者が県外に出てゆくことも無く，多くは県内
で職を得るでしょう。他出した人達も，故郷へ安心して戻ってくることができます。
人口が増えれば，地域には一定の購買力が生まれ，商店が立地しえることでしょう。こうした点から鹿
児島再生のカギは集落再生にあると考えます。
２－２　農業の拡大維持が集落再生の基軸
鹿児島県の地方集落の大半は農業集落です。その地で農業が営まれていたからこそ，営々として集落が
存在しえたのです。視点を変えると集落が成り立たないということは，そこに居住する人たちが農業では
飯が食えなくなった，農業以外の産業に職を求めたということにほかなりません。他の産業に就業すれば，
集落に住み続ける必要はなくなり，通勤に便利な場所に移住して行くのは当然のことで，必然的に限界集
落化します。前述のように鹿児島県には6,782集落があり，65歳以上の人口が半分を超えた集落が全体の
約14％の943，「限界集落」が約４％にあたる258です。
こうした点からして，鹿児島県の再生，そして持続的発展には農業の維持拡大が基軸となります。農業
の維持拡大によって農業所得水準が向上し，この地で農業を続けよう，あるいはこの地に移り住んで農業
で生計をたてようとする「担い手」の若い人が確保されない限り，鹿児島の再生はあり得ないのです。
図表７　鹿児島県　農業就業人口構成グラフ
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図表８　鹿児島県　農家人口・販売農家・基幹的農業従事者
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図表７～８の出典：「グラフと統計でみる農林水産業」，農林水産省の HP
【農家人口】238,979人	男	117,418人	女	121,561人【基幹的農業従事者数】72,710人	男	40,019人	女	32,691人	うち65歳未満	28,860人	男	
15,240人	女	13,620人
▼鹿児島県の耕作放棄地－約一万ヘクタールが耕作不可能に
農林水産統計によれば，日本の農業就業人口は毎年十数万人ずつ減り続けており2008（平成20）年で298万人。
このうち約半数の140万人を70歳以上の高齢者が占め，20年後を担う39歳以下は25万人しかいない。漁業人口も，
漁に出る17万人の男性の５割が60歳以上ということです。
そして，過疎化や高齢化で進んだ耕作放棄地は，すでに全国の農地の１割にあたる38万ヘクタール。これは埼玉
県の面積に相当します。森林・原野化した農地では，九州が全国の27.6％を占め，全国９地区中最大。都道府県別
では，鹿児島県がそのままでは使えない農地（約２万400ヘクタール），森林・原野化（約１万1,100ヘクタール）と
も全国最大です。
2008年度の鹿児島県の調査によると，県内の耕作放棄地は２万４千ヘクタール。そのうち，半分が山林化などに
より耕作不可能な状態にあります。県は当面，農業振興上特に重要な農用地区域内の約5,000ヘクタールを中心に，
解消を目指す方針を打ち出しています。県によると，県内21市町村で国の補正予算を利用して障害物除去など耕作
放棄地の再生実証が進められており，08年度内に54ヘクタールの解消が見込まれるということです。
いま，国の農業政策は，従来の「ばらまき型」から一定規模以上の中核農家に支援を集中へと政策転換
しました。そのねらいは，零細農家の多い国内農業の構造改革を促し，農産物の国際競争力強化にありま
す。
なお，鹿児島県の06年農業生産額は，北海道に続き，4,079億円で全国第２位と農業県であります。特に，
牛，豚，鶏の産出額は全国第１位です。この他，ウナギ，茶，いも類など，生産量で全国上位を占める農
水産品は数多くあります。サツマイモはいも焼酎の原料ともなり地場産業の一角を担っています。あまり
知られていませんが，養殖マグロ国内生産量3,530トン（06年）の６割近くを鹿児島県（2,000トン）が占
めます。07年のミネラルウォーター生産数量は102,543kl で全国第６位（シェア5.3％）です。
日本の食糧自給率は40％弱と他の先進国，例えばフランスやアメリカの約130％，ドイツの約90％に比
べて極めて低い状況にあることから，産業としての農業のあり方が論議されています。こうした点に加え，
都市政策，特に地方再生の観点からの農業振興が論議されるべきであります。
以上の点を踏まえ，鹿児島県の地域特性を基軸としての「農業のあるべき姿」に関しては，次回考察い
たします。
２－３　地の利を生かす－九州の物流拠点を目指す
日本の輸出入貨物量の99.7％は，港を経由した海上輸送です。すでに県内には，鹿児島市南部の喜入に
世界最大級ともいわれる新日本石油の原油中継備蓄基地，薩摩半島の西側のいちき串木野市に地下の岩盤
タンクを使用した串木野国家備蓄基地，大隅半島の東側の東串良町に志布志国家石油備蓄基地の３つの石
油備蓄基地があります。喜入基地の原油タンクは735万 KL の貯油能力があり，これは日本の石油消費量
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の約２週間分に相当します。
喜入基地では，産油国（主に中近東）から30万トン（載
貨重量トン）級の大型タンカーで輸送された原油の全量
または一部を原油タンクに荷揚げし，さらに10万トン
（載貨重量トン）級の小型タンカーに積み替えて新日本
石油グループの製油所に二次輸送するという中継機能を
持っています。
この他，鹿児島港，川内港，志布志港という重要港湾
を県内に有し，国際定期航路も複数就航しているという
実績を有します。グローバル時代にあって，「世界を相
手にする」という気概を持ち，港・空港・鉄道・高速道
路といった大量・高速の物流インフラを有するという本
県のもつ優位性を生かし，輸送の一貫性，積み替え・荷
役の効率化，輸送の安全・迅速・確実性の促進，そして
低廉化を図り，九州における国際物流拠点の地位確保を
目指します。
ちなみに国土交通省交通政策審議会（国交相の諮問機関）が09年７月発表の国管理26空港の個別収支の
試算によると，国管理22空港のうちが羽田，福岡など18の空港が営業損益で赤字に陥っていますが，鹿児
島空港は２億700万円の黒字で現在のところ，採算性がとれています。
グローバル化時代の進展という社会変化を念頭に置くならば，地理的にも時間的にも視野を広げて，
オール九州という視点で戦略を練るというスタンスが必要です。
いま，旅行客を誘致するために九州全体が連携を図っています。各県と経済団体，観光関連企業などが
結集して九州観光推進機構という組織を作り，国内のほか中国や韓国からの観光客を増やそうと知恵を
絞っています。九州新幹線沿線の鹿児島と熊本が同じ目的のために別々に動く非効率を考えたら，ノウハ
ウもアイデアも共有して利益を分け合った方がいいに決まっています。いわゆる地域ブランドなどにも見
られる，県域を超えた広域で連携すると認知度は高まり市場は広がります。
グローバル化の進展の一方，人口減少時代の到来，IT に代表される技術革新に伴う産業構造の変化と
いった時代環境を見すえるなら，九州全域で経済圏形成し，それぞれのエリアの特徴，魅力を生かして持
続的な成長を目指すという大局観が求められます。
２－４　観光振興に向けて　良質で個性的な地域づくりを
小泉政権下での「ヴィジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）」もあって，観光立国は国策ともなっ
ています。
鹿児島県では雇用の増大や持続的な経済発展が期待できる観光の振興を図ろうと議員発議による「かご
しま観光立県基本条例」が2009年４月から施行されました。
鹿児島県にとって「観光」は，農業と並び重要な産業であること，07年の観光客による観光消費額が
4,627億円であり，全国第二位の農業産出額4,079億円（06年）を凌ぐという実績，さらには11年春の九州
新幹線鹿児島ルートの全線開業もあって，鹿児島の産業振興のけん引役に位置付け，魅力ある観光地づく
りの実現を目指しています。しかし観光振興が鹿児島の産業振興をリードし，経済活性化，そして地域再
生に結びつくことは，幻想でしかあり得ないのです。（この点に関しては，論を改めて詳述いたします）
観光振興の大前提として，何より良質で個性的な地域づくりが先決です。その第一歩が，“住みやすく”
図表９　九州交通図
出典：「日経グローカル」日本経済新聞社，2008.6.16，P43
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“暮らしやすい鹿児島づくり”にあります。鹿児島市内，指宿，霧島と言った観光地は元より県域全体に
ついて，そこで長く根付いて生活する人々が暮らしにくい，そしてさびれた活気のない街並みであっては，
観光客の目には再び足を運ぼうと思える魅力あふれた観光地とは映りえないのです。
諸々の道路施設，商店街などのハード面，地元をあげての歓迎の心といったソフト面での整備が不十分
のままに観光客を向かい入れても，リピート客さらに固定客化などは望むべくもありません。むしろ類似
の観光地と比較されたり，悪評が立つ下地ともなりかねません。
逆に好感を持ちその評判を，鹿児島に旅行しようかと内心で検討中の顧客が耳にすれば，背中を後押し
されたように決断し，来訪の契機となり得るでしょう。
ホームページやブログを持っている人によっては個人・団体旅行を問わず旅行を終えた後で，現地で過
ごしてきた旅程について写真を織り交ぜた詳細で包括的な紀行文を発信できるのが現代です。旅行先をど
こに選定しようかと迷っている者にとっては訪問候補先の情報源を得るべく，こうした HP を閲覧する機
会も多いのです。そもそも HP を作り，なおかつそこに旅の行動記録を載せる人はと言うと大概が批判精
神旺盛であり，その内容は観光地単体にとどまらず，それらのスポット同士を取り結ぶ交通網についての
利便性はどうかなど，交通面へ言及されることもしばしばです。
したがって道路整備はもとより，鉄道（JR 九州）とバス路線の連携が求められます。残念ながら今の
鹿児島はこの点に著しく欠けます。
東京ディズニ－ランドが開園以来25年もの長期に亘り好業績を納めているのは，レジャーの一般的原則
である「安・近・短」指向に合致しているとともに，顧客満足度を高める体制整備にあります。従業員の
末端に至るまで備わっている演出者としてのプロ意識（従業員なら全てキャストと呼称する）と園内に関
する情報共有によって施設全体が巨大な劇場と化し，それらがお客に満遍なく楽しめさせ（アトラクショ
ンの待ち時間表示で客に無駄足を踏ませない），かつ感動を与え，機会があれば再来場したいとの思いを
促しています。
新規顧客を呼び込むには大変な知恵と労力そして資金を要します。ひとたびお客の心を捉え，固定客化
できれば，多くのお金や労力を要せず，二度三度と訪れてくれます。常に客の声に耳を傾け，競争相手の
良さを随時観察し，それを取り入れていく柔軟性こそ，固定客を増やす道です。鹿児島県は観光施設に代
表されるハード面とともに，地元をあげての歓迎といったホスピタリティを高めるソフト面の整備・充実
が必要です。
参考までに，国内旅行の宿泊実態や人気温泉地ランキング，旅行実態を調査した，じゃらんリサーチセ
ンターの「宿泊旅行調査2009」の調査結果を付記します。
◆調査概要
株式会社リクルート（本社：東京都千代田区，代表取締役社長兼 CEO：柏木斉）の旅行カンパニーに
設置されたじゃらんリサーチセンター（センター長：沢登次彦）では，全国約１万4,000人の宿泊旅行者
を対象に，「じゃらん宿泊旅行調査2009」を実施。
この調査は，観光などを目的とした宿泊を伴う旅行実態を把握するために行っている調査で，出張・帰
省・修学旅行などを除いたマーケットの動向を調べている。昨年度1年間（2008年４月～2009年３月）に
おける国内での宿泊旅行の実態について，その行き先や回数，旅行費用などの調査をし，今年で５回目。
１　都道府県別の延べ宿泊旅行者数（推定）
延べ宿泊旅行者数の多い旅行先と，宿泊旅行にかけられた費用総額の多い旅行先は昨年と同様の顔ぶれ
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が上位に並ぶ。静岡県への延べ宿泊旅行者数は，前年５位から３位にランクアップ。延べ宿泊旅行者数の
多い旅行先，宿泊旅行に二かけられた費用総額の多い旅行先のトップ10の顔ぶれは，昨年と変わらなかっ
たものの，延べ宿泊旅行者数では，静岡県が前年５位から３位に浮上。静岡県の延べ宿泊旅行者牧は約25
万人増で２年連続増加している。
図表10　都道府県別の延べ宿泊旅行者数（推定値）
２　九州の人気温泉ランキング
旅予約サイト「じゃらん net」が全国5,800人に実施した人気温泉地アンケート調査による人気ランキン
グによると，「九州の人気温泉」では一番人気が湯布院（大分）。２位別府温泉郷（大分），３位指宿温泉，
４位黒川温泉（熊本），５位霧島温泉（鹿児島），６位雲仙温泉（長崎）の順。
◇実施要領
◎調査時期：2008年９月５日～９月16日
◎調査対象：期間中に『じゃらん net』で宿・ツアーの予約をした全国在住者
◎対象温泉：全国計325の温泉地を選択肢として認定
◎調査方法：インターネット上でアンケートを実施
（予約完了後にアンケート画面を設置※回答有無は自由，複数回答有効）
◎有効回答数：5,800人
〈質問内容〉
１．知っている温泉地
２．訪れたことのある温泉地
３．２．の中で「もう一度行ってみたい」と思う温泉地とその理由
４．最近１年以内に訪れたことのある温泉地
５．４．の温泉地のうち満足した度合いとその理由
６．「まだ行ったことはないが，一度は行ってみたい」と思う憧れの温泉地とその理由。
出典：　http://www.jalan.net/jalan/doc/etc/onsenranking/onsenranking_index.html
　　　　http://jrc.jalan.net/jrc/files/research/jalasyuku_20090729.pdf
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